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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第101期 第102期 第103期 第104期 第105期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売上高 （百万円） 41,095 46,245 39,359 30,399 35,164

経常利益又は経常損失

（△）
（百万円） △1,611 803 △133 △358 560

当期純利益又は当期純損失

（△）
（百万円） △1,752 485 △394 △1,416 387

包括利益 （百万円） － 301 △444 △1,248 575

純資産額 （百万円） 17,109 17,492 16,947 15,696 15,063

総資産額 （百万円） 52,658 54,250 52,943 50,767 47,601

１株当たり純資産額 （円） 345.39 353.98 342.99 317.68 304.87

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

（円） △35.47 9.83 △7.98 △28.66 7.83

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 32.4 32.2 32.0 30.9 31.6

自己資本利益率 （％） － 2.8 － － 2.5

株価収益率 （倍） － 26.86 － － 30.01

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 4,439 △2,764 1,533 △2,553 3,269

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △45 △457 △177 △311 △60

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △2,681 484 392 1,949 △3,732

現金及び現金同等物の期末

残高
（百万円） 6,117 3,352 5,024 4,234 3,918

従業員数 （名） 1,631 1,532 1,496 1,285 1,210

　（注）１．売上高の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．第101期、第103期及び第104期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第102期及び第105期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

４．第101期、第103期及び第104期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失であるため記載し

ておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第101期 第102期 第103期 第104期 第105期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売上高 （百万円） 33,160 36,695 30,196 21,905 26,226

経常利益又は経常損失

（△）
（百万円） △1,355 800 △4 △253 873

当期純利益又は当期純損失

（△）
（百万円） △1,593 622 △232 △1,179 894

資本金 （百万円） 6,761 6,761 6,761 6,761 6,761

発行済株式総数 （千株） 51,926 51,926 51,926 51,926 51,926

純資産額 （百万円） 15,085 15,685 15,342 14,190 15,063

総資産額 （百万円） 45,774 48,486 47,215 45,436 42,857

１株当たり純資産額 （円） 305.27 317.43 310.51 287.20 304.88

１株当たり配当額 （円） － 2.00 － － 2.00

（内１株当たり中間配当

額）
（円） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

（円） △32.26 12.60 △4.70 △23.86 18.10

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 33.0 32.4 32.5 31.2 35.1

自己資本利益率 （％） － 4.0 － － 6.1

株価収益率 （倍） － 20.95 － － 12.98

配当性向 （％） － 15.9 － － 11.0

従業員数 （名） 980 962 932 752 718

　（注）１．売上高の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．第101期、第103期及び第104期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第102期及び第105期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

４．第101期、第103期及び第104期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失である

ため記載しておりません。
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２【沿革】

昭和14年10月 東京芝浦電気株式会社（旧、株式会社芝浦製作所）における事業の一部を継承、株式会社芝浦京町製

作所の商号にて資金500万円をもって設立

昭和14年12月 商号を株式会社芝浦製作所に変更

昭和17年１月 大船工場（現・横浜事業所）操業開始

昭和18年９月 小浜工場操業開始

昭和44年10月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

昭和47年２月 東京証券取引所市場第一部に株式を指定替上場

平成３年10月 株式会社徳田製作所と合併

真空機器システム事業部及び相模工場として継承

合併により芝浦エレテック株式会社子会社化（現・連結子会社）

平成５年６月 芝浦自販機株式会社を設立（現・連結子会社）

平成６年４月 芝浦エンジニアリング株式会社を設立（現・連結子会社）

平成９年７月 本社事務所を東京都品川区に移転

本店を神奈川県横浜市に移転

平成10年10月 東芝メカトロニクス株式会社と合併

自動機システム事業部、メカトロ機器事業部及びさがみ野事業所として継承

商号を芝浦メカトロニクス株式会社に変更

合併により東精エンジニアリング株式会社（現・芝浦プレシジョン株式会社）を子会社化（現・連結

子会社）

モータ応用機器事業部及び小浜工場の一部を分離し、芝浦電産株式会社を設立（現・資本関係無）

平成11年４月 本社を神奈川県横浜市に移転

自販機事業を担当する全国20営業所の業務を芝浦自販機株式会社に移管

平成13年１月 自販機事業の営業・サービス事業を芝浦自販機株式会社に事業移管

平成13年10月 小浜工場の製造部門を芝浦イーエムエス株式会社に移管

平成16年７月 芝浦ハイテック株式会社（現・連結子会社）を株式会社東芝との共同出資により設立

平成17年４月 芝浦自販機株式会社を存続会社とし、芝浦イーエムエス株式会社を合併

平成18年３月 韓国芝浦メカトロニクス株式会社（現・連結子会社）の資本金を30億ウォンに増強

平成21年３月 韓国芝浦メカトロニクス株式会社（現・連結子会社）の資本金を100億ウォンに増資

平成21年５月 韓国芝浦メカトロニクス株式会社（現・連結子会社）の資本金を13億ウォンに減資

平成22年10月 芝浦ハイテック株式会社を完全子会社化
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社、当社の子会社９社で構成され、グループが営んでいる主な事業は、フラットパネルディ

スプレイ製造装置、半導体製造装置、真空応用装置、レーザ応用装置、自動販売機等の製造及び販売であり、さら

に保守サービス並びに工場建物等の維持管理等の事業活動を展開しております。

　なお、その他の関係会社である㈱東芝とは、半導体製造装置等の販売取引及び建物等の賃貸を行っております。

　当社グループの事業に係わる位置付けは次のとおりであります。

　なお、事業の内容における事業区分は、セグメント情報における事業区分と同一であります。

区分 主要製品名
当社及び関係会社の位置付け

製造 販売・据付・サービス他

ファインメ

カトロニク

ス

フラットパネルディスプレイ製造装置

（洗浄装置、剥離装置、エッチング装

置、現像装置、配向膜インクジェッ

ト塗布装置、セル組立装置）

半導体製造装置

（洗浄装置、エッチング装置、アッシ

ング装置、半導体検査装置）

レーザ応用装置

マイクロ波応用装置

鉄道線路保守用機器

真空ポンプ等

・当社

・芝浦エレテック㈱

 

・当社

・芝浦エレテック㈱

・芝浦エンジニアリング㈱

・台湾芝浦先進科技（股）

・韓国芝浦メカトロニクス㈱

・芝浦機電（上海）有限公司

・芝浦テクノロジー・イン

ターナショナル・コーポ

レーション

メカトロニ

クスシステ

ム

フラットパネルディスプレイ製造装置

（アウターリードボンディング装置）

半導体製造装置

（ダイボンディング装置、インナー

リ　　　　　ードボンディング装

置、フリップチップボンディング装

置）

真空応用装置

（スパッタリング装置、真空貼り合せ

装置、産業用真空蒸着装置）

二次電池製造装置

太陽電池製造装置

精密部品製造装置

その他自動化機器等

・当社

・芝浦プレシジョン㈱

・芝浦ハイテック㈱

・当社

・芝浦プレシジョン㈱

・芝浦ハイテック㈱

 

流通機器シ

ステム

自動販売機

自動券売機等

・芝浦自販機㈱ ・芝浦自販機㈱

不動産賃貸 不動産賃貸及び管理業務等 ────── ・当社
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　事業の系統図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容

議決権の所有
（被所有）割合

関係内容
所有割
合
（％）

被所有
割合
（％）

(連結子会社）       

芝浦エレテック㈱
神奈川県横浜市

栄区
100

ファインメカトロ

ニクス
100.0 －

当社が販売したフラット

パネルディスプレイ、半

導体製造装置等のメンテ

ナンスサービス及び部品

の販売並びに建物等賃貸

役員の兼任等…有

芝浦自販機㈱ 福井県小浜市 300 流通機器システム 100.0 －
土地等賃貸

役員の兼任等…有

芝浦プレシジョン㈱
神奈川県横浜市

栄区
100

メカトロニクスシ

ステム
100.0 －

部品の製造販売及び組立

業務等の役務の提供並び

に建物等賃貸

役員の兼任等…有

芝浦エンジニアリン

グ㈱

神奈川県横浜市

栄区
20

ファインメカトロ

ニクス
100.0 －

当社研究開発棟の維持管

理及び設計・設備業務等

の役務の提供並びに建物

等賃貸

役員の兼任等…有

芝浦ハイテック㈱ 福井県小浜市 30
メカトロニクスシ

ステム
100.0 －

当社が販売するフラット

パネルディスプレイ製造

装置等の一部を発注及び

建物等賃貸

役員の兼任等…有

台湾芝浦先進科技

（股）
台湾、新竹市

 千ＮＴ＄

10,000

ファインメカトロ

ニクス
100.0 －

当社に対し役務を提供

役員の兼任等…有

韓国芝浦メカトロニ

クス㈱

大韓民国、京畿

道平澤市

百万ＷＯＮ

1,300

ファインメカトロ

ニクス
100.0 －

当社に対し役務を提供

役員の兼任等…有

芝浦機電（上海）有

限公司

中華人民共和国

、上海市

千ＵＳ＄

400

ファインメカトロ

ニクス
100.0 －

当社に対し役務を提供

役員の兼任等…有

(その他の関係会社)       

㈱東芝

（＊１）
東京都港区 439,901

電気機械器具の製

造販売
－

39.1

(0.6)

当社が半導体製造装置等

を販売及び建物等賃貸

役員の兼任等…無

（注）１．主要な事業の内容欄には、（その他の関係会社）㈱東芝を除き、セグメントの名称を記載しております。

２．議決権の被所有割合の欄の（　）内は間接被所有割合の内数であります。

３．＊１：有価証券報告書を提出しております。

４．芝浦エレテック㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合

が10％を超えております。

主要な損益情報等  芝浦エレテック㈱

 (1）売上高 4,876百万円

 (2）経常利益 398百万円

 (3）当期純利益 285百万円

 (4）純資産額 1,081百万円

 (5）総資産額 3,563百万円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成26年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（名）

ファインメカトロニクス 623 

メカトロニクスシステム 297 

流通機器システム 102 

不動産賃貸 5 

全社（共通） 183 

合計 1,210 

（注）従業員数は就業人員であります。

(2）提出会社の状況

平成26年３月31日現在
 

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

718 41.7 17.1 6,584,506

 

セグメントの名称 従業員数（名）

ファインメカトロニクス 290 

メカトロニクスシステム 245 

全社（共通） 183 

合計 718 

（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　当社グループには芝浦メカトロニクス労働組合が組織（組合員数504名）されており、東芝グループ労働組合

連合会に属しております。

　なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】
(1）業績

①業績全般について

　当連結会計年度における当社グループの事業環境は、円安基調の継続や経済政策への期待感があるものの、

中国の経済減速不安など不透明な状況が続きました。液晶パネル業界はテレビ市場の低迷が続いていますが、

テレビ用パネル分野では、中国において新規設備投資がありました。スマートフォンやタブレットなどモバイ

ル機器の製品市場は好調であるものの、中小型パネル及びタッチパネル分野の設備投資には慎重な動きが見ら

れました。

　半導体業界は、先端分野への設備投資は堅調に推移しました。

　このような景況下、当社グループは、液晶パネルや半導体での顧客拡大を図るとともに、半導体ＷＥＴ装置

や３次元実装用フリップチップボンダ等の新成長分野への展開を進め、前年度に比べ売上が拡大しました。

　その結果、当連結会計年度の売上高は35,164百万円（前年同期比15.7％増）、営業利益は736百万円（前年同

期は営業利益59百万円）、経常利益は560百万円（前年同期は経常損失358百万円）、当期純利益は387百万円

（前年同期は当期純損失1,416百万円）となりました。

②為替変動による影響

　円安の進行により、当社の外貨建て受注契約案件の売上利益に対しては差益となり営業利益が増加しており

ますが、一方で外貨建て資産・負債については為替差損を営業外費用に計上しております。合算相殺の結果、

為替差益が発生しております。

③セグメントの業績について

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（ファインメカトロニクス部門）

　液晶パネル前工程では、中小型パネル及びタッチパネル分野の設備投資には慎重な動きが見られるもの

の、テレビ用パネル分野では中国において新規設備投資もあり、前年度に比べ売上が増加しました。

　半導体前工程では、主力の半導体ＷＥＴ装置の受注は大幅に増加しましたが、受注が後半に集中したため

に当期の売上への貢献は限定的となり、前年度に比べ売上が減少しました。

　この結果、当セグメントの売上高は21,230百万円(前年同期比14.6％増)、セグメント利益は1,081百万円

(前年同期比35.8％減)となりました。

（メカトロニクスシステム部門）

　液晶パネルモジュール工程では、アウターリードボンダ及びタッチパネル貼合装置の売上が前年度に比べ

増加しました。

　この結果、当セグメントの売上高は9,832百万円(前年同期比20.6％増)、セグメント損失は502百万円(前年

同期はセグメント損失1,604百万円)となりました。

（流通機器システム部門）

　たばこ自販機は市場縮小や需要低迷により売上が減少しましたが、券売機は拡販に努め売上を伸ばすこと

ができました。しかしながら、研究開発要素等が増加し、営業外収益が減少したためセグメント利益が減少

しました。

　この結果、当セグメントの売上高は2,138百万円(前年同期比23.4％増）、セグメント利益は31百万円(前年

同期比65.3％減)となりました。

（不動産賃貸部門）

　不動産賃貸収入は計画通り推移し、売上高は1,963百万円(前年同期比0.9％減）、セグメント利益は397百

万円(前年同期比10.3％減）となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末に比べ

316百万円減少し、3,918百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動による資金の増加は3,269百万円（前期は2,553百万円の減少）となりまし

た。これは主に、税金等調整前当期純利益の計上及び売上債権の減少により資金が増加したことによります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動による資金の減少は60百万円（前期は311百万円の減少）となりました。こ

れは主に、固定資産の取得等により資金が減少したことによります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動による資金の減少は3,732百万円（前期は1,949百万円の増加）となりまし

た。これは主に、短期借入金の減少により資金が減少したことによります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

前年同期比（％）

ファインメカトロニクス（百万円） 16,098 136.0

メカトロニクスシステム（百万円） 10,793 134.7

流通機器システム（百万円） 1,736 112.7

合計（百万円） 28,628 133.9

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の金額によります。

２．不動産賃貸の生産高計上はありません。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）受注状況

　当連結会計年度における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
受注高
（百万円）

前年同期比（％）
受注残高
（百万円）

前年同期比（％）

ファインメカトロニクス 23,417 96.7 16,096 115.7

メカトロニクスシステム 12,443 93.2 10,477 133.2

流通機器システム 2,138 123.4 － －

不動産賃貸 1,963 99.1 － －

合計 39,962 96.8 26,574 122.0

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

前年同期比（％）

ファインメカトロニクス（百万円） 21,230 114.6

メカトロニクスシステム（百万円） 9,832 120.6

流通機器システム（百万円） 2,138 123.4

不動産賃貸（百万円） 1,963 99.1

合計（百万円） 35,164 115.7

　（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。

相手先

前連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

（株）東芝 3,369 11.1 4,439 12.6

HEFEI XINSHENG

OPTOELECTRONICS

TECHNOLOGY CO.,LTD

293 1.0 3,926 11.2

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当社グループの主要顧客である液晶パネル業界はテレビ市場の低迷は続いておりますが、テレビ用パネル分野で

は当面の間、中国において新規設備投資が続くと予想されます。一方、スマートフォンやタブレットなどの需要は

堅調に推移するのに伴い、中小型パネル及びタッチパネル分野の設備投資は継続すると予想しています。

　半導体分野は、先端分野への投資は堅調と予想しています。

　このような環境において、当社グループではこれまでも進めてきました事業構造改革とコスト構造改革の取り組

みを一層加速させます。

　事業構造改革では、半導体事業分野の拡大、成長分野への注力を進め、ポートフォリオの組み換えを加速しま

す。

　コスト構造改革は固定費の削減、コスト力強化のための標準化、リードタイム短縮を継続し、人員生産性向上を

進めます。

　変化の大きいエレクトロニクス産業において、設備投資の変化にも対応出来る体質強化を図り、利益確保に努め

てまいります。

 

４【事業等のリスク】

　当社グループの業績は、今後発生しうるさまざまなリスク要因により影響を受ける可能性があります。以下に事

業を推進していく上でリスク要因となる可能性のある主な事項を記載してあります。当社グループは、これらのリ

スク発生の可能性を認識した上で、その発生の予防と発生時の対策に努力する所存であります。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1）経済状況による影響

　当社グループが販売する製造装置の需要は、その製造装置で生産される液晶・半導体等のエレクトロニクス部

品の需給状況に影響を受け、特にエレクトロニクス部品が消費されている国の経済状況の影響を受けておりま

す。従って北米、欧州、アジア、日本等の国の景気後退と需要の縮小により、当社グループの業績に悪影響を及

ぼす可能性があります。

(2）海外販売に潜在するリスク

　当社グループの海外売上高比率は約50％となっており、その大部分は台湾、韓国、中国に集中しております。

　従って、台湾、韓国、中国等の海外市場への販売活動において、各国の政治状況の急変、法律・税制の予期し

ない変更、経済状況の急変、急激な通貨変動・インフレーション等の価格変動、雇用の困難と人件費の急騰、地

震・台風・洪水・感染症の自然災害及びテロ・戦争等の社会的混乱等のリスクが顕在化した場合、当社グループ

の業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(3）価格競争による影響

　当社グループの主要顧客であるエレクトロニクス業界は、各製品の価格競争も激しく製造装置への投資コスト

も抑制される傾向にあります。当社グループでは、大型液晶パネル対応装置、半導体の微細化対応装置と新技術

対応装置等をいち早く市場に投入し、技術的に進化した高精度、高品質の高付加価値製品を市場に送り出すべく

活動を実施しておりますが、今後競合メーカや新規メーカが参入した場合、競争が激化し当社グループの計画に

相違が生じることが考えられます。さらに、素材や購入品の価格高騰による製品の原価上昇という結果をもたら

す可能性があります。価格面での過度の競争は、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。

(4）他社との提携によるリスク

　当社グループでは、新規事業、事業拡大の一環として、経営資源を最適化し、相乗効果を引き出すため、他社

とのコラボレーション、技術提携、合弁を実施していきます。当社グループでは、引き続きこのような活動を続

けていきますが、当事者間で不一致が発生した場合、当初の計画どおりに業績を上げられず、当社グループの業

績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(5）品質に関するリスク

　当社グループでは、ＩＳＯ９００１に基づいた品質保証体制のもと、最先端技術を新製品に搭載し、当社製品

をいち早く市場に投入することで、当社製品を多くの顧客に提供しております。しかし、当社製品が最先端技術

を活用したものであることにより、未知の分野での技術が多く存在し、予期せぬ不具合が発生し事故につながる

ことも考えられます。そのために当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(6）経営戦略遂行に関するリスク

　当社グループでは、当社の製造装置の最終製品となるエレクトロニクス製品の市場の拡大と新技術の進歩に遅

れることなく、安定した収益を上げることが最重要課題と考えております。そのため、市場動向、技術動向等の

調査を随時実施しますが、リスクのある事業でも先の成長性を見込んで事業遂行していくことがあります。競合

の存在、開発投資額の増加、開発の遅れ、市場の急激な変化等により、その事業の経営計画に相違が生じること

があります。
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(7）知的所有権に関するリスク

　当社グループでは、当社製造装置について特許となりうるものに関しては、積極的に権利の獲得を目指すとと

もに、その製品に関する特許レビューを実施しております。しかしながら第三者から思わぬ特許侵害訴訟を提訴

され損害を被るリスクがあります。

(8）環境保全に関するリスク

　当社グループでは、全事業所・工場で環境マネジメントシステム（ＩＳＯ１４００１）の認証を取得し、環境

に配慮した活動を行っております。しかし、事業活動を行う上では環境負荷の高い物質も使用する場合もあり、

昨今の環境法規制の新規規制および法改正等により規制されることがあります。

　また、地球温暖化防止を目的とした環境税の導入・ＣＯ２の排出規制等新たな法規制が発効され、経済的負担

が増えることもあります。さらに現在は使用しておりませんが過去に使用した実績のある有機溶剤等が土壌中に

残留していることがあり、土地を有効活用する場合、これらを適切に処理するための処分費用負担が生ずること

があります。

(9）大規模災害の影響

　当社グループの国内生産拠点は神奈川県下と福井県小浜地区に所在しております。これらの地区において大規

模災害が発生した場合には、生産設備の破損、物流機能の麻痺等が生じ、生産拠点の操業停止等により生産能力

に重大な影響を被る可能性があります。

(10）減損会計適用による影響

　固定資産の減損会計適用に伴い、当社グループの業績及び財務状況に影響を受ける可能性があります。

(11）退職給付債務について

　当社グループの退職給付費用および債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待運用

収益に基づき算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、前提条件が変更された場合、または年

金資産の運用利回りが低下した場合、その影響は累積され将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には

将来期間において認識される費用および計上される債務に影響を及ぼします。割引率や運用利回りに変動が生じ

た場合、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

(12）情報管理について

　当社グループは、事業遂行にあたり、各種技術情報、顧客情報、個人情報を有しております。これらの情報に

ついて、当社グループでは全社管理体制として、情報セキュリティ基本規程の制定と情報セキュリティ委員会に

て情報管理強化に努めております。しかしながら、ＩＴ化の進展により、膨大な情報が行き交う中、これら情報

が流出するリスクが存在します。流出した場合には、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能

性があります。

(13）財務制限条項について

　当社の借入金に係る契約のうち一部の契約には財務制限条項が付されており、特定の条項に抵触した場合に

は、借入先金融機関の請求により、当該借入金について期限の利益を喪失する可能性があります。当社が借入金

について期限の利益を喪失した場合には、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　当社グループは、要素技術から製品の開発まで、積極的な研究開発活動を行なっております。

　現在、研究開発は当社の研究開発部門と事業部の開発・設計部門及び連結子会社の技術部門が推進しておりま

す。当社グループの研究開発スタッフは約310名であります。

　また、株式会社東芝の研究開発センター、生産技術センター及びセミコンダクター＆ストレージ社と連携・協力

関係を強化の上、先進技術の研究開発と商品化を効率的に進めております。

　当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は1,725百万円であります。この中には、各セグメントに配分

できない全社共通の要素技術開発費305百万円が含まれております。

　各セグメント別の研究成果、研究開発費は次のとおりであります。

(1）ファインメカトロニクス

　液晶パネル製造装置では、高精細・中小型パネル対応のウェットプロセス装置、配向膜インクジェット塗布装

置及びセル組立装置の開発を、半導体製造装置では、次世代デバイス対応洗浄装置、マスク用ドライエッチング

装置の開発等をあげることができます。

　研究開発費は785百万円であります。
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(2）メカトロニクスシステム

　液晶モジュール組立装置では、中小型パネル用ＣＯＧ装置、タッチパネル用真空貼り合せ装置の開発を、半導

体組立装置では高速高精度ボンディング装置の開発等をあげることができます。電子・真空機器分野では、光学

系薄膜用スパッタリング装置、半導体用裏面スパッタリング装置の開発等をあげることができます。

　研究開発費は519百万円であります。

(3）流通機器システム

　券売機分野では、ネットワークシステム対応券売機の開発、及び卓上型券売機の３０ボタン化の開発を、汎用

機分野では、小型汎用機、及びフリーアジャスタ仕様コラム搭載汎用機の開発等をあげることができます。

　研究開発費は115百万円であります。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）財政状態の分析

　当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ3,165百万円減少し47,601百万円となりました。

　流動資産においては、前連結会計年度末に比べ2,961百万円減少し34,541百万円となりました。これは主に、受

取手形及び売掛金が減少したことによります。

　また、固定資産においては、前連結会計年度末に比べ204百万円減少し13,059百万円となりました。これは主

に、リース資産の減少及び有形固定資産が減価償却等により減少したことによります。

　当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ2,532百万円減少し32,537百万円となりました。これ

は主に、短期借入金及び長期借入金が減少したことによります。

　当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ633百万円減少し15,063百万円となりました。これ

は主に、当期純利益の計上により利益剰余金が増加しましたが、退職給付に関する会計基準等の適用により減少

しました。

　なお、キャッシュ・フローの状況につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要（２）キャッ

シュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

(2）経営成績の分析

①　売上高及び営業利益

　売上高は、前連結会計年度に比べ15.7％増収の35,164百万円となりました。国内向け売上高は、前連結会計

年度に比べ12.0％減収の17,553百万円となり、国内売上高比率は49.9％となりました。一方、海外向け売上高

は68.6％増収の17,611百万円となり、海外売上高比率は50.1％となりました。

　なお、部門別連結売上高の概況につきましては、前掲の「第２　事業の状況　１　業績等の概要(１)業績」

に記載のとおりであります。

　売上原価は、売上高の増加にともない、前連結会計年度に比べ15.6％増加の26,891百万円となりました。コ

ストリダクション、標準化・リードタイム短縮などのコスト構造改革の実行により、売上原価率は、前連結会

計年度と同等の76.5％となりました。

　販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ6.6％増加の7,537百万円となりました。これは主に、販売

手数料、従業員給与及び手当等の増加によります。

　以上の結果、当連結会計年度は736百万円の営業利益（前年同期は営業利益59百万円）となりました。

②　営業外損益及び経常利益

　営業外収益は、前連結会計年度に比べ67百万円減少の228百万円となりました。これは主に、助成金収入の減

少によります。

　営業外費用は、前連結会計年度に比べ310百万円減少の404百万円となりました。これは主に、為替差損の減

少によります。

　以上の結果、当連結会計年度は560百万円の経常利益（前年同期は経常損失358百万円）となり、売上高経常

利益率(ＲＯＳ)は前連結会計年度の△1.2％から当連結会計年度は1.6％と改善しました。

③　特別損益

　特別損失に、減損損失として16百万円を計上いたしました。これは、事業の用に供していない遊休資産につ

いて、将来の用途が定まっていないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額したことによります。

　なお、回収可能価額は将来キャッシュ・フローが見込めないため、備忘価額により評価しております。

④　当期純利益

　当連結会計年度は、売上高の増加及び営業外費用の減少等により387百万円の当期純利益（前連結会計年度は

当期純損失1,416百万円）となりました。売上に対する比率は、前連結会計年度の△4.7％から当連結会計年度

は1.1％と改善しました。

また、１株当たり当期純利益は7.83円となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループは成長分野での事業拡大、商品力の強化を目的とした事業構造改革と固定費削減及び標準化・リー

ドタイム短縮などのコスト構造改革を基本方針に取り組み、設備投資については、半導体、液晶分野を中心に1,195

百万円の投資を実施しました。

　セグメントごとの設備投資については、次のとおりであります。

　ファインメカトロニクス部門においては、拡販目的の評価設備の導入で861百万円の投資を実施しました。主要設

備としては、ウェーハ洗浄装置、インクジェット装置の評価設備があります

　メカトロニクスシステム部門においては、測定機器の導入で269百万円の投資を実施しました。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

平成26年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（単位：百万円）
従業員数
（名）建物及び構

築物
機械装置及
び運搬具

土地
(面積千㎡)

リース資産 その他 合計

横浜事業所

(神奈川県横

浜市栄区)

ファインメカ

トロニクス

不動産賃貸

フラットパネ

ルディスプレ

イ製造装置生

産設備

半導体製造装

置生産設備

賃貸用設備

9,122 394
1

(48)
23 43 9,586 475

さがみ野事

業所

(神奈川県海

老名市)

メカトロニク

スシステム

半導体製造装

置生産設備

真空応用装置

生産設備

734 165
25

(12)
1 6 932 267

 

(2）国内子会社

平成26年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（単位：百万円）
従業
員数
(名)

建物及び
構築物

機械装置及
び運搬具

土地
(面積千㎡)

 リース
資産

その他 合計

芝浦エレテッ

ク㈱

本社

(神奈川県横浜

市栄区)

ファインメカ

トロニクス
営業用設備 9 0

―

(―)
13 2 26 84

芝浦自販機㈱
本社工場

(福井県小浜市)

流通機器シス

テム

自動販売機

生産設備等
187 3

‾

(―)
‾ 3 194 56

芝 浦 プ レ シ

ジョン㈱

本社

(神奈川県横浜

市栄区)

メカトロニク

スシステム

ＮＣ工作設

備・汎用工

作設備

18 4
―

(―)
90 5 119 59

　（注）１．帳簿価額には、建設仮勘定の金額は含まれておりません。

２．提出会社の横浜事業所には、㈱東芝（その他の関係会社）に貸与中の建物及び構築物6,296百万円が含まれ

ております。

３．現在休止中の主要な設備はありません。
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月 完了予定年月
総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

提出会社

横浜事業所

 （神奈川県横浜

市栄区）

ファインメカトロ

ニクス、不動産賃

貸

生産・研究開

発設備新増設

等

1,484 － 自己資金 平成26年4月 平成27年3月

さがみ野事業所

 （神奈川県海老

名市）

メカトロニクスシ

ステム

生産・研究開

発設備新増設

等

158 － 自己資金 平成26年4月 平成27年3月

　（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除・売却を除き、重要な設備の除・売却の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成26年３月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成26年６月19日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 51,926,194 51,926,194
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 51,926,194 51,926,194 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株
式　総数残
高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備
金　増減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成17年4月1日～

平成18年3月31日

 （注）

1,892 51,926 893 6,761 891 6,939

　（注） 新株予約権の行使による増加であります。

（６）【所有者別状況】

平成26年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株

式の状況

（株）
政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品　

取引業者

その他の法

人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） - 31 38 60 47 5 6,185 6,366 －

所有株式数（単元） - 5,315 978 19,718 1,872 15 23,939 51,837 89,194

所有株式数の割合

（％）
- 10.25 1.89 38.04 3.61 0.03 46.18 100 －

（注）自己株式2,516,890株は「個人その他」に2,516単元、「単元未満株式の状況」に890株含まれております。

EDINET提出書類

芝浦メカトロニクス株式会社(E01757)

有価証券報告書

16/82



（７）【大株主の状況】

  平成26年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

株式会社東芝 東京都港区芝浦１－１－１ 18,977 36.54

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１－８－１１ 1,108 2.13

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２－１１－３ 1,066 2.05

西田　博崇 東京都稲城市 529 1.02

 

BARCLAYS CAPITAL SECURITIES

LIMITED A/C CAYMAN CLIENTS　　

（常任代理人　バークレイズ証券株

式会社）

 

5 THE NORTH COLONNADE CANARY WHARF LONDON

E14 4BB UNITED KINGDOM　　　　　　　　　　

（東京都港区六本木６－１０－１）

517 1.00

芝浦メカトロニクス従業員持株会 神奈川県横浜市栄区笠間２－５－１ 510 0.98

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口５)
東京都中央区晴海１－８－１１ 380 0.73

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口１）
東京都中央区晴海１－８－１１ 364 0.70

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口３）
東京都中央区晴海１－８－１１ 364 0.70

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口６）
東京都中央区晴海１－８－１１ 361 0.70

計 － 24,177 46.56

　（注）上記のほか、当社所有の自己株式2,516千株（4.85%）があります。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

普通株式 2,516,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 49,321,000 49,321 －

単元未満株式 普通株式    89,194 － １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 51,926,194 － －

総株主の議決権 － 49,321 －

 

②【自己株式等】

平成26年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

芝浦メカトロニクス㈱

神奈川県横浜市栄区

笠間２－５－１
2,516,000 － 2,516,000 4.85

計 － 2,516,000 － 2,516,000 4.85

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 2,022 485,850

当期間における取得自己株式 264 64,944

（注）「当期間における取得自己株式」欄には、平成26年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満

株式の買取による株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
－ － － －

保有自己株式数 2,516,890 － 2,517,154 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成26年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取及び売渡しによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社グループは、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題の一つとして位置づけており、業績に裏付けられた

安定配当を維持していくことを基本方針としています。

　その実施につきましては、当期及び今後の業績、成長への投資資金確保や継続的・安定的な自己資本の充実など

を勘案し、連結配当性向25％程度を目標としています。

　当社は、年２回の配当を行うこととしており、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰

余金の配当等を行うことができる旨、また期末配当の基準日は毎年３月31日、中間配当の基準日は毎年９月30日と

する旨定款に定めております。

　当期の配当は、株主の皆様に利益還元を行い、安定配当を維持していくという基本方針に則り、期末配当２円00

銭、年間配当２円00銭とさせていただきます。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成26年５月16日

取締役会決議
98 2.0

 

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第101期 第102期 第103期 第104期 第105期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

最高（円） 472 508 344 252 333

最低（円） 244 162 191 112 181

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成25年10月 11月 12月 平成26年１月 ２月 ３月

最高（円） 254 252 250 280 240 235

最低（円） 220 233 218 230 211 205

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

（取締役社長）
 藤田　茂樹 昭和33年９月17日生

昭和57年４月 ㈱東芝入社

平成12年10月 当社ファインメカトロニクス事業

部技術部長

平成14年10月 当社横浜事業所ウェットプロセス

装置部担当部長

平成18年４月 当社横浜事業所ウェットプロセス

装置部長

平成19年４月 当社ファインメカトロニクス事業

部長

平成20年６月 当社取締役、ファインメカトロニ

クス事業部長

平成21年６月 当社常務取締役、ファインメカト

ロニクス事業部長

平成26年６月 当社代表取締役社長（現）

（注）２ 30

常務取締役

ファインメ

カトロニク

ス事業部長

藤野　真人 昭和33年５月28日生

昭和60年４月 ㈱東芝入社

平成10年４月 同社半導体生産技術推進センター

半導体プロセス技術第二部グルー

プ（プロセス技術第二担当）グ

ループ長

平成16年３月 同社四日市工場新棟構築推進室長

平成16年10月 同社四日市工場新棟構築推進室長

兼フラッシュパートナー製造部長

平成20年６月 同社セミコンダクター社資材部長

平成23年12月 同社セミコンダクター＆ストレー

ジ社調達統括責任者

平成25年４月 当社技術本部副本部長兼ファイン

メカトロニクス事業部長附

平成25年６月 当社取締役、技術本部副本部長兼

研究開発グループ長兼品質保証部

長兼ファインメカトロニクス事業

部長附

平成25年10月 当社取締役、ファインメカトロニ

クス事業部副事業部長兼技術本部

副本部長

平成26年６月 当社常務取締役、ファインメカト

ロニクス事業部長（現）

（重要な兼職の状況）

芝浦エレテック㈱代表取締役社長

（注）２ 12

常務取締役

経営管理本

部長兼営業

統括部長兼

横浜事業所

長兼さがみ

野事業所長

道嶋　仁 昭和32年２月１日生

昭和56年４月 ㈱東芝入社

平成13年１月 同社府中事業所総務部グループ長

平成16年６月 同社四日市工場総務部長

平成18年12月 同社ディスプレイ・部品材料統括

総務部長

平成21年６月 当社取締役、総務部長兼輸出管理

部長

平成22年４月 当社取締役、総務部長兼横浜事業

所長兼さがみ野事業所長

平成24年６月 当社取締役、経営管理本部長兼営

業統括部長兼横浜事業所長兼さが

み野事業所長

平成24年９月 当社取締役、経営管理本部長兼横

浜事業所長兼さがみ野事業所長

平成25年６月 当社常務取締役、経営管理本部長

兼横浜事業所長兼さがみ野事業所

長

平成26年５月 当社常務取締役、経営管理本部長

兼営業統括部長兼横浜事業所長兼

さがみ野事業所長（現）

（重要な兼職の状況）

芝浦エンジニアリング㈱代表取締役社長

芝浦ハイテック㈱代表取締役社長

（注）２ 22
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常務取締役

ファインメ

カトロニク

ス事業部副

事業部長兼

技術第一グ

ループ長

小川　佳次 昭和35年８月27日生

昭和60年４月 ㈱東芝入社

平成11年７月 当社ファインメカトロニクス事業

部営業部東部第二担当担当課長

平成15年４月 当社ファインメカトロニクス事業

部技術部長

平成17年４月 当社新規事業推進部主幹

平成18年７月 当社横浜事業所ウェットプロセス

装置部主幹

平成19年４月 当社横浜事業所ウェットプロセス

装置部長

平成21年４月 当社ファインメカトロニクス事業

部副事業部長兼生産・調達本部副

本部長兼技術本部副本部長

平成22年４月 当社ファインメカトロニクス事業

部副事業部長

平成23年６月 当社取締役、ファインメカトロニ

クス事業部副事業部長

平成24年10月 当社取締役、ファインメカトロニ

クス事業部副事業部長兼技術第一

グループ長

平成26年６月 当社常務取締役、ファインメカト

ロニクス事業部副事業部長兼技術

第一グループ長（現）

（注）２ 18

取締役

技術本部長

兼新商品開

発グループ

長兼品質保

証部長

原　暁 昭和32年１月23日生

昭和54年４月 当社入社

平成14年４月 当社横浜事業所ウェットプロセス

装置部担当部長

平成15年４月 当社ファインメカトロニクス事業

部開発部長

平成19年４月 当社横浜事業所長

平成20年４月 当社インクジェット事業推進プロ

ジェクトチームプロジェクトリー

ダー

平成20年６月 当社取締役、インクジェット事業

推進プロジェクトチームプロジェ

クトリーダー

平成21年４月 当社取締役、技術本部副本部長

平成25年６月 当社取締役、技術本部副本部長兼

新商品開発グループ長

平成26年５月 当社取締役、技術本部長兼新商品

開発グループ長兼品質保証部長

(現)

（注）２ 21

取締役

メカトロニ

クスシステ

ム事業部副

事業部長兼

メカトロニ

クスシステ

ム装置統括

部長

野澤　隆 昭和34年６月20日生

昭和58年３月 当社入社

平成16年７月 当社さがみ野事業所調達グループ

長兼生産本部調達グループ主幹

平成17年４月 当社生産本部調達グループ長

平成19年４月 当社横浜事業所製造技術グループ

長

平成21年４月 当社生産・調達本部製造技術グ

ループ長

平成24年４月 当社生産・調達本部長兼製造技術

グループ長

平成25年６月 当社取締役、生産・調達本部長兼

製造技術グループ長

平成26年４月 当社取締役、メカトロニクスシス

テム事業部副事業部長兼メカトロ

ニクスシステム装置統括部長(現)

（注）２ 12
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

生産・調達

本部長兼製

造 技 術 グ

ループ長

今村　圭吾 昭和37年９月30日生

昭和60年４月 ㈱東芝入社

平成21年４月 当社さがみ野事業所ボンディング

装置部長

平成22年９月 当社生産・調達本部メカトロニク

スシステム装置統括部長

平成23年４月 当社生産・調達本部副本部長兼メ

カトロニクスシステム装置統括部

長

平成26年４月 当社生産・調達本部長兼製造技術

グループ長

平成26年６月 当社取締役、生産・調達本部長兼

製造技術グループ長（現）

（注）２ 10

取締役

メカトロニ

クスシステ

ム事業部副

事業部長

新藤　久司 昭和39年３月17日生

昭和61年４月 ㈱東芝入社

平成15年４月 当社ファインメカトロニクス事業

部ＦＰＤ装置営業部担当部長兼第

二担当担当部長

平成20年４月 当社インクジェット事業推進プロ

ジェクトチーム主幹兼ファインメ

カトロニクス事業部営業部主幹

平成21年４月 当社ファインメカトロニクス事業

部営業部長

平成25年４月 当社メカトロニクスシステム事業

部副事業部長

平成26年６月 当社取締役、メカトロニクスシス

テム事業部副事業部長（現）

（注）２ 10
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役

（常勤）
 関屋　禎三 昭和31年10月３日生

昭和55年４月 ㈱東芝入社

平成16年７月 当社レーザシステム事業部営業部

長兼管理グループ長

平成20年４月 台湾芝浦先進科技股份有限公司董

事長兼総経理

平成25年８月 芝浦機電（上海）有限公司董事長

兼総経理、台湾芝浦先進科技股份

有限公司董事長兼総経理

平成26年６月 当社監査役(現)

（注）２ 10

監査役  北村　秀夫 昭和27年４月19日生

昭和50年４月 ㈱東芝入社

平成18年４月 同社電力システム社副社長

平成19年６月 同社執行役常務

平成20年６月 同社執行役上席常務

平成21年６月 同社執行役専務

平成23年６月 同社取締役、代表執行役副社長

平成26年６月 当社社外監査役(現)

 (重要な兼職の状況)

㈱東芝取締役、代表執行役副社長

（注）２ －

監査役  吉田　千之輔 昭和15年７月14日生

昭和38年４月 ㈱三井銀行入社

平成９年６月 ㈱さくら銀行専務取締役

平成11年６月 山種証券㈱取締役社長

平成12年４月 さくらフレンド証券㈱取締役社長

平成15年６月 ＳＭＢＣフレンド証券㈱特別顧

問、㈱トーホー社外監査役

平成19年４月 ㈱フジタ社外取締役、㈱ネット

ワークバリューコンポーネンツ社

外監査役、(財)日本タイ協会理事

長

平成19年６月 当社社外監査役（現）

（注）３ 10

    計  155

（注）１．北村秀夫、吉田千之輔の各氏は、社外監査役であります。

２．平成26年６月19日選任後、１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時

まで。

３．平成23年６月22日選任後、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時

まで。

４．所有株式数には、芝浦メカトロニクス役員持株会における各自の持分を含めた実質所有株式数を記載して

おります。

　　なお、提出日（平成26年６月19日）現在の持株会による取得株式数については確認ができないため、平成

26年５月末現在の実質所有株式数を記載しております。

５．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監

査役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数

（千株）

内田　和政 昭和25年10月23日生

昭和49年４月 ㈱東芝入社

平成12年６月 同社ディスプレイ・部品材料社経理部長

平成15年６月 同社経営企画部次長兼企業開発部長

平成16年１月 同社ＰＣ＆ネットワーク社経理部長

平成18年12月 ウェスチングハウス・エレクトリック社

最高財務責任者

平成22年６月 当社社外監査役

平成24年６月 当社補欠監査役（現）

13
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社グループは、コーポレート・ガバナンスを、「株主、お客様、従業員、社会に対する中長期的な企業価

値の増大」を図るための経営統治機能と位置付けております。この企業価値増大の実現の担い手かつ実践者で

ある全役員並びに全従業員が「何をすべきか」また「何をしてはいけないのか」を明確に記載し、法律、社会

規範、倫理等についてのコンプライアンスやリスクマネジメントの根幹をなす「芝浦グループ行動基準」を作

成し、実践しております。

当社のコーポレート・ガバナンス体制は次のとおりです。

　

②現状の体制の概要

イ．取締役会は８名体制で、社外取締役については選任しておりません。月例取締役会を毎月１回開催してお

り、経営に関する重要事項の決裁に限らず、各取締役から業務執行状況について具体的な報告を求め、業務

執行を他の取締役及び監査役が監督するとともに、経営方針等についての活発な意見交換、議論を促進して

おります。

ロ．監査役会は３名体制で、その内２名を社外監査役とし、コーポレート・ガバナンスの強化を図っておりま

す。監査役は緊密に連携し、毎月１回取締役会前に開催している監査役会等で取締役会議案に関する事前協

議を行い、取締役会に積極的に出席して適時適切な発言を行っております。監査役監査は、内部統制部門で

ある経営監査部と協議のうえ監査役会が定めた監査の方針、計画に従い、監査役監査基準に基づいて実施し

ております。

　　監査役と会計監査人は、監査の方針、計画等に関し緊密に連携し、情報交換や事前協議を行っておりま

す。

ハ．内部統制部門には、社長直属の組織として、「経営監査部」（部員全２名）を設置しております。当社に

おけるコーポレート・ガバナンス強化及びコンプライアンス・企業倫理遵守・浸透のチェック機能を有し、

経営上の妥当性の監査を中心に、監査役と協議のうえ経営監査部長が定めた監査の方針、計画に従い、各部

門の自主監査結果を参考として内部監査実施規程に基づいて実施しており、監査結果は社長のみならず、監

査役にも報告しております。改善すべき事項については、改善計画を求め、進捗状況をフォローして各部門

における自主改善を促しております。

ニ．会計監査人には、新日本有限責任監査法人を選任し、監査役と連携して会社法上の監査及び金融商品取引

法上の監査を実施しております。
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③内部監査及び監査役監査の状況

イ．経営監査部のミッションは、業績を中心とした経営上の妥当性の監査であります。それに対し、遵法を中

心とした法令上の監査役による監査及び会計監査人による会計監査が両輪となって監査機能を担っておりま

す。また、経営監査部の管理の下に各部門において自主監査を行う体制も構築しております。

　　監査役と内部統制部門である経営監査部は、監査の方針、計画等に関し緊密に連携し、経営監査部長は内

部監査の実施状況や監査結果を監査役に報告しております。また、経営監査部長の人事については、監査役

との事前協議を行っております。

ロ．監査役の職務を補助するスタッフとして、監査役附（人員３名）を設置しております。監査役附の処遇、

評価に関しては監査役と事前協議するものとし、その独立性を確保しております。

ハ．社外監査役　吉田千之輔氏は、証券・金融分野での長年の経歴から、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有するものであります。

 

④社外取締役及び社外監査役

　当社の社外監査役は２名であります。

　社外監査役　北村秀夫氏は、株式会社東芝の取締役、執行役としての経験、知識等を活かし、職務を適切に

遂行いただけるものと判断し選任しております。なお、北村氏は、株式会社東芝の取締役、代表執行役副社長

に就任しております。株式会社東芝は、当社の特定関係事業者であります。

　社外監査役　吉田千之輔氏はＳＭＢＣフレンド証券株式会社等の各社における社長、社外役員の歴任の経

験、知識を活かしていただき、職務を適切に遂行いただけるものと判断し選任しております。

　当社は、社外取締役または社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準又は方針は特段定め

ておりませんが、社外取締役または社外監査役を選任する場合、客観的にその経歴から知り得る当社からの独

立性に留意しつつ、役員としての資質、取締役または監査役としての職務を適切に遂行できるだけの資格を備

えているかを第一に評価致します。社外取締役または社外監査役を再任する場合はさらに、当社社外取締役ま

たは社外監査役としての実績についても評価致します。

　また、株主が議決権を行使する際の十分な参考となるよう、当社からの独立性については、法令に従い、株

主総会参考書類に可能な限り詳細に記載し、開示するよう心掛けております。

　監査役機能の一環として、常勤監査役は、取締役会のみならず、社長を含む役付取締役、及び経営企画、営

業、技術、生産、経理、総務担当取締役をメンバーとする経営戦略会議（原則毎週開催）のほか、予算、営

業、生産、開発設計等に係る業務執行の審議、報告機関である各種の主要会議（原則毎月開催）、コンプライ

アンス、リスクマネジメント、ＣＳＲ等に関する方針、計画を審議する主要委員会（原則毎期開催）に出席

し、審議内容を非常勤の社外監査役に適時報告しております。また、非常勤の社外監査役を含む全監査役は、

取締役に対するヒアリングや経営監査部の内部監査実査に同行して事業所・関係会社に対するヒアリングを実

施しており、業務執行の適法性だけではなく効率性確保の観点からも経営の監督を行うことができます。当社

としては、社外取締役に期待される役割の大半は、監査役が緊密に連携してこれらの監査・監督体制を機能さ

せることで、監査役会が担っており、社外取締役については選任しておりませんが、現状の体制にてコーポ

レート・ガバナンスが図れるものと考えております。
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⑤内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は「法令遵守（コンプライアンス）」と「リスク管理体制（リスクマネジメント）」並びに「経営の効

率化」を内部統制システムの中核と位置づけております。内部統制システムの強化施策（規程の制定、教育の

徹底、監査体制の強化、情報管理等）を継続して実施することで、内部統制システムを磐石なものへと向上さ

せる所存であります。

　当社は、「優れた技術・サービスを提供することで、人々の豊かな暮らしの実現に貢献します」との経営理

念の下、会社業務の適正を確保するため、次の体制を整備、運用するとともに、適宜評価し改善に努めます。

イ．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　ａ　社会規範に沿った業務運営、企業倫理遵守を徹底するために「芝浦グループ行動基準」を定め、取締役

はこれを率先して実践するとともに、従業員がこれを遵守するよう監督する。

　ｂ　取締役会は、取締役会規則に従い運営され、原則として毎月開催し、経営上の重要な事項を審議、決定

するとともに、取締役から定期的に職務執行状況の報告を受けることで、取締役の職務執行を監督する。

ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る重要な書類（主要会議議事録、決裁書類、契約書、秘密文書及び当該電子記録媒

体等）については、社内規程（文書保存規程、秘密情報管理基本規程等）により、適切に保存及び管理す

る。

ハ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

 ａ　リスクマネジメント規程に従い、リスクの平常時管理を行うとともに、緊急時の管理体制をあらかじめ

定め、損害発生の未然防止ならびに損害発生時の被害極小化及び情報の適正開示をはかる。

 ｂ　経営監査部長は、監査の方針、計画等に関し監査役と連携し、内部監査の実施、各部門の自主監査を統

括することにより、損害発生の未然防止をはかる。

ニ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　ａ　経営上の重要な事項については、取締役会のほか、社長を含む役付取締役、及び経営企画、営業、技

術、生産、経理、総務担当取締役をメンバーとする経営戦略会議を開催し、経営判断の迅速化と事業運営

の効率化をはかる。

　ｂ　業務執行の審議、報告機関として予算、営業、生産、開発設計等に係る各種会議を原則として毎月開催

する。

　ｃ　取締役会を含め決裁権限規程に定める決裁機関にて決定された事項に関しては、組織規程、業務分掌規

程、役職者責任権限規程等の定めに従い、各職務、職制において適切に業務執行を行う。

ホ．従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　ａ　全ての従業員が「芝浦グループ行動基準」を遵守するようＣＳＲ（Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ　Ｓｏｃｉａ

ｌ　Ｒｅｓｐｏｎｓｉｂｉｌｉｔｙ）委員会を設け、企業倫理及び法令遵守の浸透、徹底を組織的、体系

的に推進する。

　ｂ　法令違反等に関する情報を従業員が匿名で相談、通報できる「リスク相談ホットライン」を設置し、問

題の早期発見、解決をはかる。また、必要により顧問弁護士への相談も活用する。

ヘ．当社及び関係会社から成る企業グループにおける業務の適正を確保するための体制

　ａ　「芝浦グループ行動基準」の下、グループとして目指すべき方向性及び目標等を示し、これを達成でき

るよう、芝浦グループ全体で取り組む。

　ｂ　当社の経営監査部は、関係会社の経営監査を統括する。

　ｃ　関係会社の経営執行を監督するため、当社経営幹部の中から関係会社に非常勤取締役を派遣する。

　ｄ　経営管理（関係会社から当社への事前承認事項、報告事項）に関しては、国内関係会社運営規程及び海

外関係会社運営規程の定めに従い、適切に運用する。

ト．監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　ａ　監査役の職務を補助するため、経営監査部及び経営管理本部が支援する。

　ｂ　監査役がその職務を補助する従業員を置くことを求めた場合は、監査役と協議のうえ適切な部門から人

選し、監査役附を置く。監査役附の処遇、評価に関する事項に関しては監査役と事前協議を行う。

　ｃ　取締役及び従業員は、経営、業績に影響を及ぼす重要な事項及び重大な法令等に反する行為等に関し、

遅滞なく監査役への報告を行う。

　ｄ　監査役は、経営戦略会議等の重要な会議及び委員会に出席することができる。

チ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　ａ　取締役社長は、定期的に監査役との情報交換を行う。

　ｂ　監査役は、定期的に会計監査人との情報交換を行う。

　ｃ　経理担当部長は、定期的に監査役との情報交換を行う。

　ｄ　経営監査部長は、監査役に対し内部監査の結果を報告する。

　ｅ　経営監査部長の人事に関しては、監査役との事前協議を行う。
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⑥会計監査の状況

業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

指定有限責任社員

業務執行社員

新居 伸浩
新日本有限責任監査法人

野水 善之

 
監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　５名、その他　６名

⑦役員報酬等の内容

イ．当事業年度における取締役及び監査役に対する役員報酬は、以下のとおりであります。

役員区分

 

報酬等の総額

（百万円）

 

報酬等の種類別の総額（百万円）

 
対象となる役員の

員数（名）

 
基本報酬

ストックオ

プション
賞与 退職慰労金

取締役（当社に

は社外取締役は

おりません。）

　　　 　　130        108         －         21         －              10

監査役（社外監

査役を除く。）
　　　　　　16  　　　　15         －       　 1         －               1

社外役員（社外

監査役）
            3  　　 　　3   　　 － 　      －         － 　　　        2

　（注）１．上記報酬等の額には、平成26年６月19日開催の第105期定時株主総会において可決された役員賞

与支給額を含んでおります。

　　　　２．上記報酬等の額のほか、使用人兼務取締役の使用人給与相当額（平成25年度中に支給した賞与を

含む。）60百万円を６名に支払っております。

 

ロ．役員報酬等の算定方法の決定に関する方針

　　当社の役員の報酬等は、基本報酬と付加報酬により構成され、当該期の業績及び財務状況等を総合的に

勘案し加算減算の上、取締役については取締役会の決議に基づき、また監査役については監査役の協議に

基づき、決定しております。

⑧取締役の定数

　取締役は16名以内とする旨定款に定めております。

⑨責任限定契約の内容

　当社と社外取締役または社外監査役は、会社法第427条第１項の定めに基づき、同法第423条第１項に定める

当社に対する損害賠償責任を法令が規程する額を限度とする契約を締結できる旨定款に定めており、前記のと

おり社外監査役　北村秀夫氏、同　吉田千之輔氏と契約を締結しております。ただし、当該責任限定が認めら

れるのは、当該社外取締役または社外監査役の責任の原因となった職務の遂行について、善意でありかつ重過

失のないときに限られます。

⑩取締役選任の決議要件

　取締役の選任決議は議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

⑪剰余金の配当等の決定機関

　剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令の別段の定めがある場合を除き、株

主総会の決議によらず、取締役会の決議によって定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を

取締役会の責任において決定することにより、経営責任を明確にした上で、必要に応じた機動的な剰余金の配

当等の実施を行うことを目的とするものであります。
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⑫取締役、監査役の責任免除

　会社法第426条第１項の定めに基づき、同法第423条第１項に定める取締役及び監査役（取締役及び監査役で

あった者を含む）の当社に対する損害賠償責任を、取締役会の決議によって法令の限度において免除すること

ができる旨を定款に定めております。これは、取締役及び監査役が、その期待される役割を遺憾なく発揮する

ことを目的とするものであります。

⑬株主総会の特別決議要件

　会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。

⑭株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　10銘柄　 59百万円

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有

   目的

 

　前事業年度

　　特定投資株式

　銘柄 　株式数（株）
貸借対照表計上額

　（百万円）
　保有目的

大日本印刷㈱ 　　　　 40,500 　　　　　 　35 　取引関係等の円滑化のため

㈱横浜銀行 　　　 　50,818 　　　　　 　27 　取引関係等の円滑化のため

東芝テック㈱ 　　 　　71,677 　　　　　 　39 　取引関係等の円滑化のため

㈱三井住友フィナンシャルグループ 　　 　　 4,320 　　　　　 　16 　取引関係等の円滑化のため

富士フイルムホールディングス㈱ 　 　　　6,148 　　　　　 　11 　取引関係等の円滑化のため

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 　　 　　17,930 　　　　　  10 　取引関係等の円滑化のため

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 　　　 　17,613 　　　　　 　7 　取引関係等の円滑化のため

東芝プラントシステム㈱ 　　 　 　1,000 　　　　　 　1 　取引関係等の円滑化のため

第一生命保険㈱ 　　　　　　 69              8 　取引関係等の円滑化のため

財形住宅金融㈱ 　 　　 　　　3 　　　　　　　0 　取引関係等の円滑化のため

 

　当事業年度

　　特定投資株式

　銘柄 　株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
　保有目的

大日本印刷㈱ 　　 　　  500 　　　　　 　 0 　取引関係等の円滑化のため

㈱横浜銀行 　　 　　  818 　　　 　　　 0 　取引関係等の円滑化のため

東芝テック㈱ 　　　 　 1,677 　　　 　　　 0 　取引関係等の円滑化のため

㈱三井住友フィナンシャルグループ 　　 　　4,320 　　　 　　　19 　取引関係等の円滑化のため

富士フイルムホールディングス㈱ 　　 　　6,241 　　　　 　　17 　取引関係等の円滑化のため

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 　　 　　  930 　　　 　　 0 　取引関係等の円滑化のため

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 　　 　　17,613 　　　　 　　 8 　取引関係等の円滑化のため

東芝プラントシステム㈱ 　 　 　　1,000 　　　　 　　 1 　取引関係等の円滑化のため

第一生命保険㈱ 　 　　 　6,900 　　　　 　　10 　取引関係等の円滑化のため

財形住宅金融㈱ 　　 　 　　 3 　　　　 　　 0 　取引関係等の円滑化のため

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式

　　該当事項はありません。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 33 － 33 －

連結子会社 － － － －

計 33 － 33 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

　前連結会計年度及び当連結会計年度においては、当社の連結子会社である台湾芝浦先進科技股份有限公司、

韓国芝浦メカトロニクス株式会社、芝浦機電（上海）有限公司は、当社の会計監査人以外の公認会計士または

監査法人の監査を受けております。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当する事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

 該当事項はありませんが、監査日数等を勘案したうえで決定しております。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、当連結会計年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）の連結財務諸表に含まれる比較情報につ

いては、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日

内閣府令第61号）附則第３条第２項により、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、当事業年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令

第61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成25年４月１日から平成26年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）の財務諸表について、新日

本有限責任監査法人による監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入し、セミナーへ参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,296 3,987

受取手形及び売掛金 ※６ 24,545 23,208

電子記録債権 527 0

商品及び製品 ※５ 2,351 ※５ 1,747

仕掛品 ※５ 4,098 ※５ 3,901

原材料及び貯蔵品 195 155

繰延税金資産 787 706

未収入金 522 581

その他 232 345

貸倒引当金 △54 △94

流動資産合計 37,503 34,541

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 28,433 28,442

減価償却累計額 △17,830 ※１ △18,369

建物及び構築物（純額） 10,602 10,073

機械装置及び運搬具 2,061 2,452

減価償却累計額 △1,474 ※１ △1,877

機械装置及び運搬具（純額） 586 575

工具、器具及び備品 465 542

減価償却累計額 △406 ※１ △458

工具、器具及び備品（純額） 59 83

土地 119 119

リース資産 710 456

減価償却累計額 △468 △298

リース資産（純額） 242 158

建設仮勘定 207 646

有形固定資産合計 11,817 11,656

無形固定資産   

のれん 9 －

特許権 322 362

リース資産 23 7

その他 359 292

無形固定資産合計 715 662

投資その他の資産   

投資有価証券 ※２ 241 ※２ 111

長期前払費用 6 5

繰延税金資産 117 234

その他 376 390

貸倒引当金 △10 △1

投資その他の資産合計 731 740

固定資産合計 13,263 13,059

資産合計 50,767 47,601
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※６ 8,500 8,503

短期借入金 11,742 8,118

1年内返済予定の長期借入金 － 2,000

リース債務 102 56

未払法人税等 59 190

未払費用 2,021 2,190

前受金 828 392

役員賞与引当金 － 23

受注損失引当金 ※５ 17 ※５ 7

資産除去債務 11 11

その他 529 520

流動負債合計 23,813 22,014

固定負債   

長期借入金 2,700 700

リース債務 181 123

長期未払金 21 19

退職給付引当金 4,801 －

退職給付に係る負債 － 6,172

役員退職慰労引当金 11 13

修繕引当金 450 403

資産除去債務 33 33

長期預り保証金 3,057 3,057

固定負債合計 11,257 10,523

負債合計 35,070 32,537

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,761 6,761

資本剰余金 9,995 9,107

利益剰余金 514 1,788

自己株式 △1,720 △1,720

株主資本合計 15,550 15,937

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 56 21

為替換算調整勘定 89 312

退職給付に係る調整累計額 － △1,208

その他の包括利益累計額合計 146 △873

純資産合計 15,696 15,063

負債純資産合計 50,767 47,601
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

売上高 30,399 35,164

売上原価 ※２,※３,※４ 23,267 ※２,※３ 26,891

売上総利益 7,132 8,273

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 7,072 ※１,※２ 7,537

営業利益 59 736

営業外収益   

受取利息及び配当金 17 59

投資有価証券売却益 － 75

助成金収入 141 －

保険解約返戻金 33 41

還付加算金 34 －

その他 68 51

営業外収益合計 296 228

営業外費用   

支払利息 170 148

為替差損 467 112

その他 76 144

営業外費用合計 714 404

経常利益又は経常損失（△） △358 560

特別損失   

減損損失 － ※５ 16

事業構造改善費用 858 －

特別損失合計 858 16

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損

失（△）
△1,217 543

法人税、住民税及び事業税 73 167

法人税等還付税額 △97 －

法人税等調整額 223 △10

法人税等合計 198 156

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調

整前当期純損失（△）
△1,416 387

当期純利益又は当期純損失（△） △1,416 387
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調

整前当期純損失（△）
△1,416 387

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 31 △34

為替換算調整勘定 136 222

その他の包括利益合計 ※１ 168 ※１ 188

包括利益 △1,248 575

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △1,248 575
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 6,761 9,995 1,933 △1,720 16,969

当期変動額      

当期純損失（△）   △1,416  △1,416

欠損填補     －

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

    －

その他   △2  △2

当期変動額合計 － － △1,419 △0 △1,419

当期末残高 6,761 9,995 514 △1,720 15,550

 

      

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る調整

累計額
その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 24 △46 － △21 16,947

当期変動額      

当期純損失（△）     △1,416

欠損填補     －

自己株式の取得     △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

31 136  168 168

その他     △2

当期変動額合計 31 136 － 168 △1,251

当期末残高 56 89 － 146 15,696
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当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 6,761 9,995 514 △1,720 15,550

当期変動額      

当期純利益   387  387

欠損填補  △887 887  －

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

    －

その他     －

当期変動額合計 － △887 1,274 △0 386

当期末残高 6,761 9,107 1,788 △1,720 15,937

 

      

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る調整

累計額
その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 56 89 － 146 15,696

当期変動額      

当期純利益     387

欠損填補     －

自己株式の取得     △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△34 222 △1,208 △1,019 △1,019

その他     －

当期変動額合計 △34 222 △1,208 △1,019 △633

当期末残高 21 312 △1,208 △873 15,063
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純

損失（△）
△1,217 543

減価償却費 1,423 1,359

減損損失 － 16

のれん償却額 19 9

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10 30

退職給付引当金の増減額（△は減少） △301 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 161

受取利息及び受取配当金 △17 △59

支払利息 170 148

投資有価証券売却損益（△は益） － △75

有形固定資産売却損益（△は益） △2 △0

為替差損益（△は益） △5 △23

前受金の増減額（△は減少） 58 △460

売上債権の増減額（△は増加） △444 1,959

たな卸資産の増減額（△は増加） 47 △38

仕入債務の増減額（△は減少） △2,339 △174

未払消費税等の増減額（△は減少） △40 35

その他 313 △26

小計 △2,346 3,404

利息及び配当金の受取額 17 59

利息の支払額 △170 △149

法人税等の支払額 △150 △44

法人税等の還付額 97 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,553 3,269

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △12 △10

定期預金の払戻による収入 － 14

投資有価証券の売却による収入 － 171

有形固定資産の取得による支出 △161 △37

有形固定資産の売却による収入 4 2

その他 △141 △201

投資活動によるキャッシュ・フロー △311 △60

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,941 △3,624

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △191 △107

長期借入れによる収入 700 －

長期借入金の返済による支出 △500 －

自己株式の取得による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,949 △3,732

現金及び現金同等物に係る換算差額 124 207

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △790 △316

現金及び現金同等物の期首残高 5,024 4,234

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 4,234 ※１ 3,918
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　8社

連結子会社の名称

芝浦エレテック㈱、芝浦自販機㈱、芝浦プレシジョン㈱、芝浦エンジニアリング㈱、芝浦ハイテック㈱、

台湾芝浦先進科技(股)、韓国芝浦メカトロニクス㈱、芝浦機電(上海)有限公司

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

芝浦テクノロジー・インターナショナル・コーポレーション

(連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社合計の総資産、売上高、純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりませんので連結の範囲から除いております。

２．持分法の適用に関する事項

　持分法を適用していない非連結子会社(芝浦テクノロジー・インターナショナル・コーポレーション）は、当期

純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除いております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、台湾芝浦先進科技(股)、韓国芝浦メカトロニクス㈱、芝浦機電(上海)有限公司の決算日は、

12月31日であります。

　連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては連結上必要な調整を行っております。

　なお、その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ　デリバティブ

　時価法を採用しております。

ハ　たな卸資産

製品、商品及び原材料

　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

半製品及び仕掛品

　主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

　主として定率法を採用しております。

　ただし、第86期取得の研究開発棟等及び平成10年４月１日以降取得した建物(建物附属設備を除く)について

は定額法を採用しております。

　また、在外連結子会社については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物及び構築物　　　　３～60年

　機械装置及び運搬具　　２～17年

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　ただし、自社利用分のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によって

おります。

ハ　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額を計上しております。

ハ　受注損失引当金

　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受注契約に係る損失見込額を計上して

おります。

ニ　役員退職慰労引当金

　国内連結子会社は、役員の退職慰労金支給に充てるため、内規による必要額を計上しております。

ホ　修繕引当金

　第86期連結会計年度取得の研究開発棟について、将来実施する修繕に係る支出に備えるため、支出見積額を

支出が行われる年度に至るまでの期間に配分計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

イ　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。

ロ　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその

他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

売上高及び売上原価の計上基準

イ　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ　その他の工事

　工事完成基準
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(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

　なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は在外子会社等の期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含

めて計上しております。

(7) 重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては特例処理の要件を満たしているので、特例処理を採用しております。

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…金利スワップ

　ヘッジ対象…借入金の利息

ハ　ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

ニ　ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略しております。

(8) のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、その効果の発現する期間（５年）で均等償却しております。

(9) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(10) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

イ　消費税等の会計処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

ロ　連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職

給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に

係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る負債に

計上しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連結

会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減してお

ります。

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が6,172百万円計上されるとともに、その他の包括

利益累計額が1,208百万円減少しております。

なお、１株当たり純資産額は24.45円減少しております。
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（連結貸借対照表関係）

※１　減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。

 

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

投資有価証券（株式） 52百万円 52百万円

 

３　保証債務

当社の従業員の住宅資金借入金に対する債務保証を行なっております。

債務保証

前連結会計年度
（平成25年３月31日）

当連結会計年度
（平成26年３月31日）

従業員（住宅資金借入債務） 18百万円 従業員（住宅資金借入債務） 14百万円

 

４　当社は、資金調達の安定化及び効率化を図るため、取引銀行５行と特定融資枠契約（シンジケーション方式によ

るコミットメントライン）を締結しております。当該契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

特定融資枠契約の総額 6,820百万円 5,460百万円

借入実行残高 4,160 218

差引額 2,660 5,241

 

※５　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。損失

の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産のうち、受注損失引当金に対応する額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

商品及び製品 168百万円 43百万円

仕掛品 35 24

計 203 67

 

※６　連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、前連結

会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が、前連結会計年度末残高に含ま

れております。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

受取手形 109百万円 －百万円

支払手形 339 －
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（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
　　至　平成25年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

荷造費発送費 59百万円 96百万円

販売手数料 145 246

広告宣伝費 7 3

従業員給与及び手当 3,584 3,758

役員賞与引当金繰入額 － 23

貸倒引当金繰入額 7 48

退職給付費用 307 254

役員退職慰労引当金繰入額 2 2

減価償却費 706 725

賃借料 108 113

研究開発費 1,805 1,724

 

※２　販売費及び一般管理費並びに当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

　前連結会計年度
（自　平成24年４月１日
　　至　平成25年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

1,805百万円 1,725百万円

 

※３　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

　前連結会計年度
（自　平成24年４月１日
　　至　平成25年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

88百万円 208百万円

 

※４　売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額

前連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

　1百万円 　－百万円

 

※５　減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

芝浦ハイテック㈱（福井県小浜市） 遊休資産 建物及び備品等

　当社グループは、親会社においては事業部別に、子会社においては子会社別に、遊休資産においては当該資産

単独で資産のグルーピングを行っております。

　当連結会計年度において、事業の用に供していない遊休資産について、将来の用途が定まっていないため、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（16百万円）として特別損失に計上しております。そ

の内訳は、建物14百万円、備品等２百万円であります。

　なお、回収可能価額は将来キャッシュ・フローが見込めないため、備忘価額により評価しております。
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（連結包括利益計算書関係）

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 42百万円 20百万円

組替調整額 － △75

税効果調整前 42 △55

税効果額 △10 21

その他有価証券評価差額金 31 △34

為替換算調整勘定：   

当期発生額 136 222

組替調整額 － －

税効果調整前 136 222

税効果額 － －

為替換算調整勘定 136 222

その他の包括利益合計 168 188
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数
（千株）

当連結会計年度
増加株式数
（千株）

当連結会計年度
減少株式数
（千株）

当連結会計年度末
株式数
（千株）

発行済株式     

普通株式 51,926 － － 51,926

合計 51,926 － － 51,926

自己株式     

普通株式（注） 2,514 0 － 2,514

合計 2,514 0 － 2,514

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(１)配当金支払額

　該当事項はありません。

(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数
（千株）

当連結会計年度
増加株式数
（千株）

当連結会計年度
減少株式数
（千株）

当連結会計年度末
株式数
（千株）

発行済株式     

普通株式 51,926 － － 51,926

合計 51,926 － － 51,926

自己株式     

普通株式（注） 2,514 2 － 2,516

合計 2,514 2 － 2,516

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(１)配当金支払額

　該当事項はありません。

(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 

 

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成26年５月16日

取締役会
普通株式 98 利益剰余金 2.0 平成26年３月31日 平成26年６月３日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

現金及び預金勘定 4,296百万円 3,987百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △62 △69 

現金及び現金同等物 4,234 3,918 

 

２　重要な非資金取引の内容

　ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債

務の額
20百万円 3百万円

 

（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

 ① 　リース資産の内容

(ア) 有形固定資産

　主として、ファイメカトロニクス及びメカトロニクスシステムにおける生産設備（「機械装置及び運搬

具」）であります。

(イ) 無形固定資産

　ソフトウェアであります。

 ② 　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項　(2)　重要な減価償却資産

の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

 (1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については元本の安全性・流動性の確保という観点から、原則的に短期運用を中心

とし、また、資金調達については銀行借入による方針であります。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを

回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

 (2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当社

は売上債権管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況等の悪化等による回

収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の売上債権管理規程に準じて、同様の

管理を行っております。

　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業であります。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に資金の長期的な安定化を

確保することを目的とした資金調達であります。このうち長期のものについては、金利の変動リスクに晒されて

おりますが、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引

（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。ヘッジの有効性の評価方法については、金利ス

ワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、経営戦略会議の承認を受けた社内稟議規程に則って執行してお

り、当該執行部署はリスク及び損益の状況を常時把握し、必要に応じて経営陣に報告しております。またデリバ

ティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するため、信用度の高い国内の金融機関とのみ取引を行っており

ます。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰計

画を作成するなどの方法により管理しております。

 (3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取

引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありませ

ん。

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 4,296 4,296 －

(2）受取手形及び売掛金 24,545 24,545 －

(3) 電子記録債権 527 527 －

(4）投資有価証券

　 　その他有価証券

 

189

 

189

 

－

(5）支払手形及び買掛金  (8,500) (8,500) －

(6）短期借入金 (11,742) (11,742) －

(7）長期借入金 (2,700) (2,683) 16

(8）長期預り保証金 (3,057) (2,312) 744

(9) デリバティブ取引 (24) (24) －

　(*) 負債に計上されているものについては、(　)で示しております。
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当連結会計年度（平成26年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 3,987 3,987 －

(2）受取手形及び売掛金 23,208 23,208 －

(3) 電子記録債権 0 0 －

(4）投資有価証券

　 　その他有価証券

 

59

 

59

 

－

(5）支払手形及び買掛金  (8,503) (8,503) －

(6）短期借入金 (8,118) (8,118) －

(7）１年内返済予定の長期借入金 (2,000) (2,000) －

(8）長期借入金 (700) (695) 4

(9）長期預り保証金 (3,057) (2,266) 790

　(*) 負債に計上されているものについては、(　)で示しております。

 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金並びに(3)電子記録債権

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(4) 投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関す

る事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

(5) 支払手形及び買掛金、(6)短期借入金及び(7)１年内返済予定の長期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(8) 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象と

されており（下記(10)参照）、当該金利スワップと一体として処理された元金利の合計額を、同様の借入

を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

(9) 長期預り保証金

長期預り保証金は、賃貸借契約に基づく敷金保証金であります。時価については、将来のキャッシュ・

フローを無リスクの利子率で割り引いた現在価値により算定しております。

(10)デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記（8）参照）。

デリバティブ取引に関する注記事項については、注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

　（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

　区分
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

非上場株式 52 52

　　　　　　これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、「(4)投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。
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　（注）３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(平成25年３月31日)

 
１年以内
 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 4,277 － － －

受取手形及び売掛金 24,545 － － －

電子記録債権 527 － － －

合計 29,349 － － －

 

当連結会計年度(平成26年３月31日)

 
１年以内
 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 3,966 － － －

受取手形及び売掛金 23,208 － － －

電子記録債権 0 － － －

合計 27,176 － － －

 

　（注）４．短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 11,742 － － － － －

長期借入金 － 2,000 700 － － －

　　　　合計 11,742 2,000 700 － － －

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 8,118 － － － － －

長期借入金 2,000 700 － － － －

　　　　合計 10,118 700 － － － －
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成25年３月31日）

種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

（連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの）
   

株式 132  52 80

債券 － － －

その他 － － －

小計 132 52 80

（連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの）
   

株式 55  58 △2

債券 － － －

その他 － － －

小計 55 58 △2

合計 188 110 77

（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額　52百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　なお、当該有価証券の減損処理にあたっては、連結会計年度末の時価が取得原価に対して50％以上下落

し　　　　　た場合には全て減損処理を行い、時価の下落率が30％以上50％未満の場合には、当該個別銘柄の

連結会計年度末日以前過去６ケ月間の時価の推移により、一定のルールに基づいて減損処理を行っておりま

す。

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

（連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの）
   

株式 58 36 22

債券 － － －

その他 － － －

小計 58 36 22

（連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの）
   

株式 － － －

債券 － － －

その他 － － －

小計 － － －

合計 58 36 22

（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額　52百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　なお、当該有価証券の減損処理にあたっては、連結会計年度末の時価が取得原価に対して50％以上下落

し　　　　　た場合には全て減損処理を行い、時価の下落率が30％以上50％未満の場合には、当該個別銘柄の

連結会計年度末日以前過去６ケ月間の時価の推移により、一定のルールに基づいて減損処理を行っておりま

す。

 

EDINET提出書類

芝浦メカトロニクス株式会社(E01757)

有価証券報告書

50/82



２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 150 75 －

債券 － － －

その他 － － －

合計 150 75 －
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度(平成25年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の
取引

為替予約取引     

売建     

米ドル 621 － 24 24

合計 621 － 24 24

（注）時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

当連結会計年度(平成26年３月31日）

該当事項はありません。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

前連結会計年度（平成25年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のう
ち　１年超
（百万円）

時価
(百万円)

金利スワップの特
例処理

金利スワップ取引     

変動受取・固定     

支払 　長期借入金 2,700 2,700 （注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のう
ち　１年超
（百万円）

時価
(百万円)

金利スワップの特
例処理

金利スワップ取引     

変動受取・固定     

支払 　長期借入金 2,700 700 （注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。

　また、従業員の退職等に際して、割増退職金を支払う場合があります。

 

２．退職給付債務に関する事項

(1）退職給付債務（百万円） △8,206  

(2）年金資産（百万円） 2,676  

(3）未積立退職給付債務(1）＋(2）（百万円） △5,530  

(4）未認識数理計算上の差異（百万円） 878  

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額）（百万円） △149  

(6）連結貸借対照表計上額純額(3）＋(4）＋(5)（百万円） △4,801  

(7）退職給付引当金(6）－(7）（百万円） △4,801  

　（注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項

(1）勤務費用（百万円） 526

(2）利息費用（百万円） 183

(3）期待運用収益（百万円） △113

(4）過去勤務債務の費用処理額（百万円） △16

(5）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 243

(6）割増退職金（百万円） 757

(7）退職給付費用(1）＋(2）＋(3）＋(4）＋(5）＋(6）（百万円） 1,581

　（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1）退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

(2）割引率

2.0％

(3）期待運用収益率

3.5％

(4）過去勤務債務の額の処理年数

　10年（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤続年数以内で定額法により処理しております。）

(5）数理計算上の差異の処理年数

　10年（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤続年数以内で定額法により、それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理することとしております。）
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当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。

また、従業員の退職等に際して、割増退職金を支払う場合があります。

なお、連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。

 

２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 7,727百万円

勤務費用 312 

利息費用 154 

数理計算上の差異の発生額 571 

退職給付の支払額 △474 

退職給付債務の期末残高 8,292 

 

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

年金資産の期首残高 2,676百万円

期待運用収益 93 

数理計算上の差異の発生額 △35 

事業主からの拠出額 289 

退職給付の支払額 △351 

年金資産の期末残高 2,672 

 

(3) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

退職給付に係る負債の期首残高 478百万円

退職給付費用 182

退職給付の支払額 △107

その他 0

退職給付に係る負債の期末残高 552

 

(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

積立型制度の退職給付債務 5,499百万円

年金資産 △2,672 

 2,826 

非積立型制度の退職給付債務 3,345 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 6,172 

   

退職給付に係る負債 6,172 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 6,172 

（注）簡便法を適用した制度を含みます。

 

(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 312百万円

利息費用 154 

期待運用収益 △93 

数理計算上の差異の費用処理額 145 

過去勤務費用の費用処理額 △16 

簡便法で計算した退職給付費用 182 

確定給付制度に係る退職給付費用 683 
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(6) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

未認識過去勤務費用 △132百万円

未認識数理計算上の差異 1,340 

合　計 1,208 

 

(7) 年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内容

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

債券 55.3％

一般勘定 43.4 

その他 1.3 

合　計 100.0 

 

②　長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成す

る多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

割引率　1.44％

長期期待運用収益率　3.5％

（注）期首時点において適用した割引率は2.0％でありましたが、期末時点において再検討を行った結果、割引

率の変更により退職給付債務の額に影響を及ぼすと判断し、割引率を1.44％に変更しております。

 

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成26年３月31日）

繰延税金資産    

退職給付引当金 1,814百万円 －百万円

退職給付に係る負債 －  1,767

未払賞与 336  318

受注損失引当金 6  2

修繕引当金 151  113

未払事業税 10  27

役員退職慰労引当金 4  4

未払社会保険料 37  37

ソフトウェア償却費 271  278

棚卸資産評価減 14  16

繰越欠損金 3,367  2,776

その他 381  518

繰延税金資産小計 6,395  5,861

評価性引当額 △5,406  △4,848

繰延税金資産合計 989  1,012

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △22  △1

その他 △61  △70

繰延税金負債合計 △84  △71

繰延税金資産の純額 904  941

 

　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成26年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 787百万円 706百万円

固定資産－繰延税金資産 117  234

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成26年３月31日）

法定実効税率 税金等調整前当期純

損失が計上されている

ため記載しておりませ

ん。

 38.0％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目  5.9

評価性引当額  11.5

繰延税金資産未計上  △51.9

住民税均等割  3.2

連結子会社税率差等  3.8

外国税額  2.1

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  10.6

その他  5.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率  28.8

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１

日以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資産及

び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる

一時差異については従来の38.0％から35.6％になります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は57百万円減少し、法人税等

調整額が同額増加しております。
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（賃貸等不動産関係）

　当社では、神奈川県横浜市において、他社に賃貸しているオフィスビル（土地を含む。）を有しております。な

お、賃貸オフィスビルの一部について、当社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産

としております。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

賃貸等不動産として使用される部分を含む不

動産
  

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 6,862 6,523

 期中増減額 △339 △228

 期末残高 6,523 6,295

期末時価 7,204 6,343

　（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、増加額は建物附属設備の取得であり、減少額は減価償却によるものであります。

３．期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を

行ったものを含む。）であります。

 

　また、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する損益は、次のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

賃貸等不動産として使用される部分

を含む不動産
  

賃貸収益 1,728 1,731

賃貸費用 1,369 1,385

差額 358 345

　（注）賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、当社が使用している部分も含むため、当該部分の賃貸

収益は、計上されておりません。なお、当該不動産に係る費用（減価償却費、修繕費、保険料、租税公課等）に

ついては、賃貸費用に含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

　当社は、製品・サービス別の事業部制を採用し、各事業部は、取り扱う製品・サービスについて国内および海外

の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　従って、当社は、事業部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「ファインメカトロ

ニクス」、「メカトロニクスシステム」、「流通機器システム」および「不動産賃貸」の４つを報告セグメントと

しております。

　「ファインメカトロニクス」は、フラットパネルディスプレイ製造装置のウェットプロセス装置、セル組立装

置、半導体製造装置のウェーハプロセス工程装置を生産しております。「メカトロニクスシステム」は、フラット

パネルディスプレイ製造装置のモジュール工程装置、半導体製造装置の組立工程装置、光ディスク製造装置、真空

応用装置、レーザ応用装置、電池製造装置などを生産しております。「流通機器システム」は、自動販売機、自動

券売機等を生産しております。「不動産賃貸」は、他社にオフィスビルを賃貸しております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。

　報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は、第三者間取引価格に基づいています。

 ３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 

ファインメカ
トロニクス

メカトロニク
スシステム

流通機器
システム

不動産賃貸

売上高      

外部顧客への売上高 18,532 8,153 1,733 1,980 30,399

セグメント間の内部売上高又は

振替高
6 169 3 － 178

計 18,539 8,322 1,736 1,980 30,578

セグメント利益又はセグメント損失

（△）
1,685 △1,604 89 443 613

セグメント資産 25,992 12,750 1,679 6,858 47,280

その他の項目      

減価償却費 575 429 45 373 1,423

のれんの償却額 19 － － － 19

受取利息 13 0 0 － 13

支払利息 5 6 1 － 13

有形固定資産及び無形固定資産の

増加額
316 78 36 143 575
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当連結会計年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 

ファインメカ
トロニクス

メカトロニク
スシステム

流通機器
システム

不動産賃貸

売上高      

外部顧客への売上高 21,230 9,832 2,138 1,963 35,164

セグメント間の内部売上高又は

振替高
22 155 2 － 180

計 21,252 9,987 2,141 1,963 35,344

セグメント利益又はセグメント損失

（△）
1,081 △502 31 397 1,007

セグメント資産 24,895 11,316 1,558 6,816 44,586

その他の項目      

減価償却費 579 370 45 363 1,359

のれんの償却額 9 － － － 9

受取利息 15 0 0 － 15

支払利息 5 5 0 － 11

有形固定資産及び無形固定資産の

増加額
861 269 13 51 1,195

 

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

　（単位：百万円）

利益又は損失（△） 　前連結会計年度 　当連結会計年度

報告セグメント計 613 1,007

全社費用（注） △406 △305

その他 △565 △141

連結財務諸表の経常利益又は経常損失(△) △358 560

（注）全社費用は、報告セグメントに帰属しない当社の研究開発費のうち全社共通に係る要素開発費用でありま

す。

（単位：百万円）

資産 　前連結会計年度 　当連結会計年度

報告セグメント計 47,280 44,586

配分していない全社資産（注） 3,486 3,014

連結財務諸表の資産合計 50,767 47,601

（注）全社資産は、報告セグメントに帰属しない当社での現金及び預金、投資有価証券および繰延税金資産等であ

ります。

（単位：百万円）

 
その他の項目

 

報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

前連結　　　
会計年度

当連結　　　
会計年度

前連結　　　
会計年度

当連結　　　
会計年度

前連結　　　
会計年度

当連結　　　
会計年度

減価償却費 1,423 1,359 － － 1,423 1,359

のれんの償却額 19 9 － － 19 9

受取利息 13 15 0 0 13 15

支払利息 13 11 156 137 170 148

有形固定資産及び無形　
固定資産の増加額

575 1,195 － － 575 1,195
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【関連情報】

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 セグメント情報に同様の記載を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

　日本 北東アジア その他 合計

19,953 8,672 1,774 30,399

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

　日本 　北東アジア 　合計

11,810 7 11,817

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称 　売上高 関連するセグメント名

（株）東芝 3,369
ファインメカトロニクスおよび

メカトロニクスシステム

HEFEI XINSHENG OPTOELECTRONICS

TECHNOLOGY CO.,LTD
293

ファインメカトロニクスおよび

メカトロニクスシステム

 

当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 セグメント情報に同様の記載を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

　日本 北東アジア その他 合計

17,553 16,422 1,189 35,164

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

　日本 　北東アジア 　合計

11,650 6 11,656

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称 　売上高 関連するセグメント名

（株）東芝 4,439
ファインメカトロニクスおよび

メカトロニクスシステム

HEFEI XINSHENG OPTOELECTRONICS

TECHNOLOGY CO.,LTD
3,926

ファインメカトロニクスおよび

メカトロニクスシステム
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

    （単位：百万円）

 
ファインメカ
トロニクス

メカトロニク
スシステム

流通機器
システム

不動産賃貸 合計

減損損失 － 16 － － 16

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）

    （単位：百万円）

 
ファインメカ

トロニクス

メカトロニク

スシステム

流通機器

システム
不動産賃貸 合計

当期末残高 9 － － － 9

 

当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

その他の
関係会社

㈱東芝
東京都
港区

439,901
電気機械器
具等の製造
販売等

（被所有）
　直接　38.5
　間接  0.6

当社が半導
体製造装置
等を製造販
売及び建物
等を賃貸

半導体製造
装置等販売
及び建物等
の賃貸

3,369

売掛金
未収入金
前払費用
前受金
長期預り
保証金

584
2
0
164

3,034

原材料の購
入他

198
買掛金
未払費用

46
34

 

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

その他の
関係会社

㈱東芝
東京都
港区

439,901
電気機械器
具等の製造
販売等

（被所有）
　直接　38.5
　間接  0.6

当社が半導
体製造装置
等を製造販
売及び建物
等を賃貸

半導体製造
装置等販売
及び建物等
の賃貸

4,439

売掛金
未収入金
前払費用
前受金
長期預り
保証金

1,346
0
0
165

3,034

原材料の購
入他

446
買掛金
未払費用

35
33

 

（注）１．取引金額は、消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) フラットパネルディスプレイ製造装置・半導体製造装置等の販売については、注文生産のため仕様によ

りその都度見積額を勘案して当社希望価格を提示し、一般的取引条件と同様に決定しております。

(2) 建物等の賃貸については、近隣の取引実勢及び賃貸原価を勘案の上、両者の協議に基づいて決定してお

ります。

 

EDINET提出書類

芝浦メカトロニクス株式会社(E01757)

有価証券報告書

62/82



（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

１株当たり純資産額（円） 317.68 304.87

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期

純損失金額（△）（円）
△28.66 7.83

（注）１．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当た

り当期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定める経

過的な取扱いに従っております。

　　　　　この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額が、24.45円減少しております。

     ３．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当期純利益金額又は当期純損失金額（△）

（百万円）
△1,416 387

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額又は当期純損

失金額（△）（百万円）
△1,416 387

期中平均株式数（千株） 49,411 49,410

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 11,742 8,118 1.1 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － 2,000 1.3 －

１年以内に返済予定のリース債務 102 56 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 2,700 700 1.3 平成27年９月30日

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 181 123 －

平成27年４月１日

から

平成32年３月６日

その他有利子負債 － － － －

合計 14,726 10,998 － －

（注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下

のとおりであります。

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 700 － － －

リース債務 39 35 35 11

４．資金調達の安定化及び効率化を図るため、平成25年７月25日付けで取引銀行５行と総額54億円、契約期間１

年の特定融資枠契約（シンジケーション方式によるコミットメントライン）を締結しております。なお、当

連結会計年度末借入残高は２億円であります。

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定

により記載を省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 6,830 16,326 23,168 35,164

税金等調整前四半期（当期）純利益金

額又は税金等調整前四半期純損失金額

（△）（百万円）

△604 51 △651 543

四半期（当期）純利益金額又は四半期

純損失金額（△） （百万円）
△848 41 △820 387

１株当たり四半期（当期）純利益金額

又は1株当たり四半期純損失金額（△）

（円）

△17.18 0.84 △16.60 7.83

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額又は１株

当たり四半期純損失金額（△）（円）
△17.18 18.02 △17.44 24.43
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,092 1,704

受取手形 ※２,※４ 193 ※２ 24

電子記録債権 527 0

売掛金 ※２ 21,350 ※２ 19,966

商品及び製品 1,334 867

仕掛品 3,881 3,886

原材料及び貯蔵品 142 104

前払費用 ※２ 229 ※２ 318

繰延税金資産 606 500

関係会社短期貸付金 1,796 1,845

未収入金 ※２ 1,046 ※２ 1,451

その他 0 ※２ 58

貸倒引当金 △594 △612

流動資産合計 32,605 30,115

固定資産   

有形固定資産   

建物 10,153 9,688

構築物 195 174

機械及び装置 574 559

工具、器具及び備品 29 50

土地 68 68

リース資産 53 25

建設仮勘定 206 646

有形固定資産合計 11,282 11,212

無形固定資産   

特許権 322 362

商標権 1 1

意匠権 0 0

ソフトウエア 279 223

リース資産 21 6

その他 17 17

無形固定資産合計 642 611

投資その他の資産   

投資有価証券 159 59

関係会社株式 285 285

関係会社出資金 87 87

長期貸付金 0 2

破産更生債権等 8 0

長期前払費用 6 5

繰延税金資産 72 187

その他 295 289

貸倒引当金 △8 △0

投資その他の資産合計 906 917

固定資産合計 12,831 12,741

資産合計 45,436 42,857
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 ※４ 1,572 1,794

買掛金 ※２ 4,959 ※２ 5,209

短期借入金 11,260 7,518

1年内返済予定の長期借入金 － 2,000

リース債務 45 14

未払金 46 44

未払法人税等 41 125

未払費用 ※２ 1,873 ※２ 1,958

前受金 ※２ 711 ※２ 282

預り金 44 32

役員賞与引当金 － 23

受注損失引当金 17 7

その他 68 150

流動負債合計 20,640 19,162

固定負債   

長期借入金 2,700 700

リース債務 32 18

長期未払金 21 19

退職給付引当金 4,322 4,411

修繕引当金 450 403

長期預り保証金 ※２ 3,057 ※２ 3,057

資産除去債務 20 20

固定負債合計 10,605 8,630

負債合計 31,245 27,793

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,761 6,761

資本剰余金   

資本準備金 6,939 6,939

その他資本剰余金 3,056 2,168

資本剰余金合計 9,995 9,107

利益剰余金   

利益準備金 353 353

その他利益剰余金   

別途積立金 150 －

繰越利益剰余金 △1,390 541

利益剰余金合計 △887 894

自己株式 △1,720 △1,720

株主資本合計 14,148 15,042

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 41 20

評価・換算差額等合計 41 20

純資産合計 14,190 15,063

負債純資産合計 45,436 42,857
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

売上高 ※１ 21,905 ※１ 26,226

売上原価 ※１ 17,265 ※１ 20,645

売上総利益 4,639 5,581

販売費及び一般管理費 ※２ 5,271 ※２ 5,575

営業利益又は営業損失（△） △631 5

営業外収益   

受取利息及び受取配当金 522 731

受取賃貸料 124 124

経営指導料 244 299

技術指導料 114 99

その他 173 100

営業外収益合計 ※１ 1,180 ※１ 1,355

営業外費用   

支払利息 156 137

賃貸費用 114 111

為替差損 467 106

その他 63 133

営業外費用合計 802 488

経常利益又は経常損失（△） △253 873

特別損失   

子会社株式評価損 154 －

関係会社貸倒引当金繰入額 81 －

事業構造改善費用 581 －

特別損失合計 817 －

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △1,070 873

法人税、住民税及び事業税 △16 △25

法人税等還付税額 △97 －

法人税等調整額 222 4

法人税等合計 108 △21

当期純利益又は当期純損失（△） △1,179 894
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 6,761 6,939 3,056 9,995 353 150 △211 291

当期変動額         

当期純損失（△）       △1,179 △1,179

欠損填補         

自己株式の取得         

別途積立金の取崩         

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        

当期変動額合計 － － － － － － △1,179 △1,179

当期末残高 6,761 6,939 3,056 9,995 353 150 △1,390 △887

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △1,720 15,328 14 14 15,342

当期変動額      

当期純損失（△）  △1,179   △1,179

欠損填補     －

自己株式の取得 △0 △0   △0

別途積立金の取崩     －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

  27 27 27

当期変動額合計 △0 △1,179 27 27 △1,152

当期末残高 △1,720 14,148 41 41 14,190

 

EDINET提出書類

芝浦メカトロニクス株式会社(E01757)

有価証券報告書

68/82



当事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 6,761 6,939 3,056 9,995 353 150 △1,390 △887

当期変動額         

当期純利益       894 894

欠損填補   △887 △887   887 887

自己株式の取得         

別途積立金の取崩      △150 150 －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        

当期変動額合計 － － △887 △887 － △150 1,931 1,781

当期末残高 6,761 6,939 2,168 9,107 353 － 541 894

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △1,720 14,148 41 41 14,190

当期変動額      

当期純利益  894   894

欠損填補  －   －

自己株式の取得 △0 △0   △0

別途積立金の取崩  －   －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

 － △20 △20 △20

当期変動額合計 △0 893 △20 △20 873

当期末残高 △1,720 15,042 20 20 15,063
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

(2) その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

(1) デリバティブ

　時価法を採用しております。

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 製品、商品及び原材料

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ております。

(2) 半製品及び仕掛品

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお

ります。

４．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　ただし、第86期取得の研究開発棟等及び平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　　　　　　　　３～50年

　機械及び装置　　　 　 ２～17年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　ただし、自社利用分のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によって

おります。

(3) リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

５．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上しております。

(3) 受注損失引当金

　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注契約に係る損失見込額を計上しており

ます。
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(4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期

間定額基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定

額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(5) 修繕引当金

　第86期取得の研究開発棟について、将来実施する修繕に係る支出に備えるため、支出見積額を支出が行われ

る年度に至るまでの期間に配分計上しております。

６．収益及び費用の計上基準

売上高及び売上原価の計上基準

(1) 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

(2) その他の工事

工事完成基準

７．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては特例処理の要件を満たしているので、特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…金利スワップ

　ヘッジ対象…借入金の利息

(3) ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略しております。

８．その他財務諸表作成の基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結財務

諸表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理について

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

(3) 連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。
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（表示方法の変更）

１．　貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については、財務諸

表等規則第127条第１項に定める様式に基づいて作成しております。

　　　また、財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項の注

記に変更しております。

 

２．　以下の事項について、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第８条の６に定めるリース取引に関する注記については、同条第４項により、記載を省略してお

ります。

・財務諸表等規則第26条に定める減価償却累計額を直接控除した場合の注記については、同条第２項により、記載

を省略しております。

・財務諸表等規則第54条の４に定める同一の工事契約に係るたな卸資産及び工事損失引当金の注記については、同

条第４項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第75条に定める製造原価明細書については、同条第２項ただし書きにより、記載を省略しており

ます。

・財務諸表等規則第76条の２に定める工事損失引当金繰入額の注記については、同条第２項により、記載を省略し

ております。

・財務諸表等規則第80条に定めるたな卸資産の帳簿価額の切下額の区分掲記または注記については、同条第３項に

より、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第86条に定める研究開発費の注記については、同条第２項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第107条に定める自己株式に関する注記については、同条第２項により、記載を省略しておりま

す。

・財務諸表等規則第68条の４に定める１株当たり純資産額の注記については、同条３項により、記載を省略してお

ります。

・財務諸表等規則第95条の５の２に定める１株当たり当期純損益金額に関する注記については、同条第３項によ

り、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第95条の５の３に定める潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に関する注記については、同

条第４項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略して

おります。
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（貸借対照表関係）

１　保証債務

当社の従業員の住宅資金借入金に対する債務保証を行っております。

債務保証

前事業年度
（平成25年３月31日）

当事業年度
（平成26年３月31日）

従業員（住宅資金借入債務） 18百万円 従業員（住宅資金借入債務） 14百万円

 

※２　関係会社項目

　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

短期金銭債権 2,987百万円 2,568百万円

短期金銭債務 590 730

長期金銭債務 3,034 3,034

 

３　当社は、資金調達の安定化及び効率化を図るため、取引銀行５行と特定融資枠契約（シンジケーション方式に

よるコミットメントライン）を締結しております。当該契約に基づく事業年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

特定融資枠契約の総額 6,820百万円 5,460百万円

借入実行残高 4,160 218

差引額 2,660 5,241

 

※４　期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、前事業年度の末

日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が前事業年度の期末残高に含まれております。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

受取手形 1百万円 －百万円

支払手形 222 －
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高

 
 
 

前事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

営業取引による取引高   

　売上高 3,040百万円 4,258百万円

　仕入高 2,576 3,258

営業取引以外の取引による取引高 1,589 1,838

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度72％、当事業年度69％、一般管理費に属する費用のおおよ

その割合は前事業年度28％、当事業年度31％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　平成24年４月１日
　　至　平成25年３月31日）

　当事業年度
（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

販売直接費   

販売手数料 200百万円 320百万円

販売間接費及び一般管理費   

従業員給与及び手当 1,820百万円 1,897百万円

役員賞与引当金繰入額 － 23

退職給付費用 255 158

法定福利費 276 306

旅費及び通信費 265 198

業務代行費 424 424

賃借料 54 32

研究開発費 1,704 1,602

減価償却費 651 674

 

 

（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は関係会社株式285百万円、前事業年度の貸借対

照表計上額は関係会社株式285百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること

から、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
 

当事業年度
（平成26年３月31日）

繰延税金資産    

退職給付引当金 1,642百万円 1,570百万円

未払賞与 219  200

受注損失引当金 6  2

修繕引当金 130  105

未払事業税 9  17

未払社会保険料 34  33

ソフトウェア償却費 271  278

繰越欠損金 2,426  1,910

その他 1,289  1,343

繰延税金資産小計 6,030  5,461

評価性引当額 △5,336  △4,772

繰延税金資産合計 693  689

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △14  △1

繰延税金負債合計 △14  △1

繰延税金資産の純額 678  688

 

　繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
 

当事業年度
（平成26年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 606百万円 500百万円

固定資産－繰延税金資産 72  187

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
 
 

当事業年度
（平成26年３月31日）

法定実効税率 税金等調整前当期純

損失が計上されている

ため記載しておりませ

ん。

 38.0％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目  3.1

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △19.0

海外連結子会社受取配当金  △11.3

評価性引当額  7.3

繰延税金資産未計上  △32.3

住民税均等割  1.3

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  5.7

その他  4.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率  △2.4

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１

日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰

延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異

については従来の38.0％から35.6％になります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は49百万円減少し、法人税等

調整額が同額増加しております。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固

定資産

建物 10,153 16 0 481 9,688 17,145

構築物 195 － － 21 174 831

機械及び装置 574 477 6 485 559 1,798

工具、器具及び備品 29 45 0 24 50 156

土地 68 － － － 68 －

リース資産 53 － － 28 25 63

 建設仮勘定 206 1,145 705 － 646 －

 計 11,282 1,684 713 1,041 11,212 19,996

無形固

定資産

特許権 322 122 13 69 362 299

商標権 1 0 － 0 1 3

意匠権 0 － － 0 0 1

ソフトウエア 279 43 － 98 223 673

リース資産 21 － － 14 6 58

その他 17 － － 0 17 9

計 642 166 13 183 611 1,045

　（注）１．機械及び装置の当期増加額の主なものは、次のとおりであります。

　内容及び金額
 枚葉式ウェーハ洗浄装置  397百万円

 インクジェット新評価設備  79百万円
 
       ２．建設仮勘定の当期増加額のうち当期に完成した主なものは、上記１のとおりであります。

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

区分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 603 62 52 613

役員賞与引当金 － 23 － 23

受注損失引当金 17 － 9 7

修繕引当金 450 41 88 403

 

 

（２）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １，０００株

単元未満株式の買取り・売渡し  

取扱場所
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電子公

告による公告をすることができない場合は、東京都において発行する日本

経済新聞にこれを掲載する。

公告掲載URL

http://www.shibaura.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に応

じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以

外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１　【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２　【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第104期）（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）平成25年６月20日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成25年６月20日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第105期第１四半期）（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）平成25年８月12日関東財務局長に提出

（第105期第２四半期）（自　平成25年７月１日　至　平成25年９月30日）平成25年11月12日関東財務局長に提出

（第105期第３四半期）（自　平成25年10月１日　至　平成25年12月31日）平成26年２月12日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

平成25年６月25日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

  平成２６年６月１９日

芝浦メカトロニクス株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 新居　伸浩　　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 野水　善之　　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている芝浦メカトロニクス株式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、芝浦

メカトロニクス株式会社及び連結子会社の平成２６年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、芝浦メカトロニクス株式会

社の平成２６年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、芝浦メカトロニクス株式会社が平成２６年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準

拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており
ます。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

  平成２６年６月１９日

芝浦メカトロニクス株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 新居　伸浩　　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 野水　善之　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ている芝浦メカトロニクス株式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの第１０５期事業年度の財務諸
表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につい
て監査を行った。
 
財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに
ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査
法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務
諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。
また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、芝浦メカ
トロニクス株式会社の平成２６年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重
要な点において適正に表示しているものと認める。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており
ます。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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